曹洞宗審事院規程中一部変更案

人　事　部　
	変　更　案
	現　　　行
	事　　由

	
	
	

	（身分の保証）

第１０条　審事院の役員は、次に掲げる場合を除くほか、任期中その意に反して免職されることがない。
	（身分の保証）

第１０条　審事院の役員は、次に掲げる場合を除くほか、その意に反して免職されることがない。
	規則第４９条と整合を図るため、字句を追加

	　（１）　・・・・・。

　（２）　・・・・・。

　（３）　・・・・・。
	　（１）　・・・・・。

　（２）　・・・・・。

　（３）　・・・・・。
	

	
	
	

	（意見部）

第１８条　意見部は、院長、宗務総長、参議及び監事の職にある者を　もって構成し、宗制の解釈を行う。
	（意見部）

第１８条　意見部は、院長、宗務総長、参議及び監事の職にある者を　もって構成し、宗制の解釈を行う。
	

	２　意見部は、必要に応じ、宗務機関の役職員又はその他の法律等に関する専門的な知識経験を有する者に　対し、参考資料又は参考情報の提供、意見の開陳、説明その他必要な協力を求めることができる。
	
	宗務機関の役職員や弁護士等の専門家に協力要請するため、第２項を新設

	３　意見部は、前項に規定する者に　対し、意見部の合議に出席を求めることができる。この場合において、その出席を求められた者は、意見部の解釈の決定に加わる権利を有しない。
	
	新設第２項の協力の要請について、合議に出席を求め意見等を聴取するため、　第３項を新設

	
	
	

	（事情聴取等）
第３２条　審判部は、相当と認める　場所において、事情聴取又は証拠の取調べ（以下本条において「事情　聴取等」という。）をすることが　できる。
２　・・・・・。
	（事情聴取等）
第３２条　審判部は、相当と認める　場所において、事情聴取又は証拠の取調べ（以下本条において「事情　聴取等」という。）をすることが　できる。
２　・・・・・。
	

	　　　　　～
４　・・・・・。
	　　　　　～
４　・・・・・。
	

	５　事情聴取等において録音又は録画をするときは、事前にその旨を被　聴取者に対し、告知しなければならない。
	
	録音等をする場合の手続について第５項を新設

	
	
	

	（書類の送達）

第４４条　書類の送達は、職権で行う。
	（書類の送達）

第４４条　書類の送達は、職権で行う。
	

	２　・・・・・。
	２　・・・・・。
	

	３　書類の送達が郵便によるときは、書留又は配達証明郵便によらなければならない。ただし、事務連絡は　この限りでない。
	３　書類の送達が郵便によるときは、書留又は配達証明郵便によらなければならない。
	事務連絡書類を除外するため、ただし書を追加

	
	
	

	（調停の勧告）

第５１条　監察部は、事件を調停に　付することが適当と認めるときは、その旨を申告人に勧告することが　できる。
	（調停の勧告）

第５１条　監察部は、事件を調停に　付することが適当と認めるときは、その旨を申告人に勧告することが　できる。
	

	２　前項の規定による調停の申立ては、第１３５条による。
	
	調停勧告を受けた　申告人が調停を申し立てる際の参照規定を明示するため、　第２項を新設

	
	
	

	（申告の取下げ）

第５３条　申告は、求審の提起があるまで、取り下げることができる。

２　・・・・・。
	（申告の取下げ）

第５３条　申告は、求審の提起があるまで、取り下げることができる。

２　・・・・・。
	

	３　第１項の申告の取下げは、書面をもって行わなければならない。
	３　第１項の申告の取下げは、文書をもって行わなければならない。
	本規程中の用語使用の統一を図るため、字句を整理

	
	
	

	（監察部による調査）
第５４条　監察部は、申告を受理したときは、これを調査しなければならない。

２　・・・・・。
	（監察部による調査）
第５４条　監察部は、申告を受理したときは、これを調査しなければならない。

２　・・・・・。
	

	３　第３２条第５項の規定は、監察部の行う事情聴取について準用する。
	
	監察部の事情聴取で録音等をする場合について第３項を新設

	
	
	

	（処分の決定及び通知）

第５８条　監察部は、申告のあった　事件について、申告の受理の日から９０日以内に求審を提起し、又は　これを提起しない処分を決定し、　速やかにその旨を申告人に通知しなければならない。この場合において、特別の事情があるときは、必要な限度において、この期間を延長　することができる。
	（処分の決定及び通知）

第５８条　監察部は、申告のあった　事件について、申告の受理の日から４０日以内に求審を提起し、又は　これを提起しない処分を決定し、　速やかにその旨を申告人に通知しなければならない。この場合において、特別の事情があるときは、必要な限度において、この期間を延長　することができる。
	監察事務の実情に　鑑み、字句を整理

	２　前項後段の規定により期間を延長するときは、監察部は、その理由を付して、遅滞なくその旨を申告人　に通知しなければならない。
	
	処分決定期間の延長を申告人に通知するため、第２項を新設

	３　前項の規定により決定書の謄本の交付を受けた者は、あらかじめ審事院の許可を得ないで、その交付を　受けた書面の内容を第三者に提供　してはならない。
	
	関係者のプライバシー保護の観点から、第三者に対する個人情報の拡散を防ぐための提供制限につき、第３項を新設

	
	
	

	（求審書）

第５９条　求審は、求審書を審判部に提出して行う。
	（求審書）

第５９条　求審は、求審書を審判部に提出して行う。
	

	　　　　　～
６　・・・・・。
	　　　　　～
６　・・・・・。
	

	７　審判長は、求審書が第１項から　第５項までに規定する記載事項に　不備のあるときは、２０日以内の　期間を定め、その不備を補正する　よう通告することができる。

８　・・・・・。
	７　審判長は、求審書が第１項から　第５項までに規定する記載事項に　不備のあるときは、２０日以内の　期日を定め、その不備を補正する　よう通告することができる。

８　・・・・・。
	本規程中の用語使用の統一を図るため、字句を整理

	
	
	

	（求審の取消し）

第６２条　監事は、初審の審決があるまで求審を取り消すことができる。
	（求審の取消し）

第６２条　求審は、初審の審決があるまで取り消すことができる。
	主体の明確化を図るため、字句を整理

	２　前項の取消しをするときは、監事は当該事件の審判部に対し、書面によって申し立てなければならない。
３　前項の申立てがなされたとき、　当該事件の審判部は、求審棄却の　審決をしなければならない。
	
	求審取消し後の手続について、第２項と第３項を新設


	
	
	

	（求審の失効）

第７２条　求審の提起があった日から６０日以内に、求審書の謄本が被審人に送達されないときは、求審の　提起は、さかのぼってその効力を　失う。
	（求審の失効）

第７２条　求審の提起があった日から６０日以内に、求審書の謄本が被審人に送達されないときは、求審の　提起は、さかのぼってその効力を　失う。
	

	
	
	

	（審判期日の変更請求）

第７５条　審判期日の変更を請求するときは、その理由を疎明しなければならない。
	（審判期日の変更請求）

第７５条　審判期日の変更を請求するときは、その理由を疏明しなければならない。
	本規程中の用語使用の統一を図るため、字句を整理

	２　・・・・・。
	２　・・・・・。
	

	
	
	

	（求審棄却の決定）
第８９条　次の各号の一に該当する　ときは、決定で求審を棄却しなければならない。

　（１）　・・・・・。

　　　　　～
　（５）　・・・・・。
	（求審棄却の決定）
第８９条　次の各号の一に該当する　ときは、決定で求審を棄却しなければならない。

　（１）　・・・・・。

　　　　　～
　（５）　・・・・・。
	

	　（６）　６０日以内に、求審書の　謄本が被審人に送達されないとき。
	
	第７２条の失効手続の明確化を図るため第６号を新設

	２　・・・・・。

３　・・・・・。
	２　・・・・・。

３　・・・・・。
	

	
	
	

	（通知等）

第９５条　審決が確定したときは、　審判長は、速やかに院長にその旨を通知しなければならない。
	（通知）

第９５条　審決が確定したときは、　審判長は、速やかに院長にその旨を通知しなければならない。
	見出しを変更

	２　審決が確定したときは、監察部は、速やかに申告人に審決書の謄本を送達しなければならない。
	
	審決確定後の手続について、第２項を　新設

	
	
	

	（覆審申立書）

第１００条　・・・・・。
２　覆審申立書には、次の事項を記載し、申立人が署名押印しなければ　ならない。

　（１）　・・・・・
　（２）　・・・・・
　（３）　申立ての理由

　（４）　・・・・・
	（覆審申立書）

第１００条　・・・・・。
２　覆審申立書には、次の事項を記載し、申立人が署名押印しなければ　ならない。

　（１）　・・・・・
　（２）　・・・・・
　（３）　申立ての理由

　（４）　・・・・・
	

	３　・・・・・。
	３　・・・・・。
	

	４　第２項の申立てをした者は、覆審申立て後２０日以内に、申立ての　理由を疎明する資料を提出しなければならない。
	
	理由を疎明する資料提出を求めるため、第４項を新設

	
	
	

	（覆審審判会）

第１０１条　審判部は、覆審の申立てを受理したときは、覆審のための　審判会を組織する手続をとらなければならない。
	（覆審審判会）

第１０１条　審判部は、覆審の申立てを受理したときは、覆審のための　審判会を組織する手続をとらなければならない。
	

	
	
	

	（覆審審判の手続）

第１０２条　前条に規定する審判会が成立したときは、遅滞なく覆審申立書の謄本を添えて、その旨を相手方に送達しなければならない。
２　・・・・・。

３　・・・・・。
	（覆審審判の手続）

第１０２条　前条に規定する審判会が成立したときは、遅滞なく覆審申立書の謄本を添えて、その旨を相手方に送達しなければならない。
２　・・・・・。

３　・・・・・。
	

	４　覆審審判会は、申立人（又は相手方）から新たな主張の提出（又は　新たな証拠の申出）がない場合に　おいて、その覆審審判会を構成する審事全員の同意があるときは、書面による審判を行うことができる。
	
	書面審理を可とするため、第４項を新設

	５　第４５条の規定は、第１項の覆審申立書の送達について準用する。
	４　第４５条の規定は、第１項の覆審申立書の送達について準用する。
	第４項新設に伴い、項を繰り下げる

	
	
	

	（準用規定）

第１０６条　第７３条から第９６条までの規定は、別段の定めがある場合を除くほか、覆審の審判及び審決に準用する。
	（準用規定）

第１０６条　本章の懲戒審判のうち初審の審判及び審決に関する規定は、別段の定めがある場合を除くほか、覆審の審判及び審決に準用する。
	規定準用範囲の正確を期するため、字句を整理

	
	
	

	　　　附　則（　 年　 月　 日）

１　この変更規程は、平成３０年８月１日から施行する。
	
	

	２　この変更規程施行の際、現に存する従前の規定によって受理された　事件の事務手続は、従前の規定を　適用する。
	
	現在係属中の事件の取扱いについて、　経過措置を整備
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